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科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ〈最終報告〉【概要】
～経済社会・科学技術イノベーションの活性化に向けて～

経済財政諮問会議と総合科学
技術・イノベーション会議（CSTI）の下に「経済社会・科学技術イノベーション活性化委員会」を設置 最終報告取りまとめ。

(３)エビデンスに基づく効果的な官民
研究開発投資拡大アクション

エビデンスに基づくPDCAサイクルの
確立や政策効果等の「見える化」

体系的に収集・相互に
接続

重要な政策課題に関するエビデン
スを構築

1．基本的考え方

産業界からの投資拡大のための大学改革
等、制度改革を実施

①ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの促進に向けた大学等改革と
産学連携の深化

② 研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出の促進

③新たな市場創出に向けた公共調達の拡大

④ 科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを通じた地域活性化

⑤ 科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを支える人材投資の促進

⑥科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創造に効果的な予算の構築

○俯瞰的なデータ収集・エビデンス構築

○重要政策課題の調査分析

（１）予算編成プロセス改革アクション

官民で民間投資誘発効果の高いﾀｰｹﾞｯﾄ領域を設定

新設する「科学技術イノベーション官民投資拡大推進費
（仮称）」を活用して事業費の一部を内閣府からも拠出。

ターゲット領域ごとに領域統括（仮称）を指名
現行SIPの優れた特徴を備えたマネジメントを適用

ステージゲート方式による評価

（２）研究開発投資拡大に向けた
制度改革アクション

CSTIの司令塔機能の強化 Society 5.0の実現に資する科学技術予算の量的・質的拡大
イノベーション創出を阻害している制度、仕組みを徹底して見直し

政府研究開発投資の目標（対GDP比１％）」（※）の達成 大学等への民間投資の３倍増

２．経済社会・科学技術イノベーションの活性化に向けた「３つのアクション」

３．経済社会・科学技術イノベーションの活性化の実現に向けて
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産業界

相乗効果

～官民研究開発投資の量的・質的拡大～
呼び水となる政府ＳＩＰ事業予算を拡充＋民間による研究開発投資の飛躍的拡大

ＣＳＴＩの機能

目標/特徴目標/特徴

ＣＳＴＩの機能

• •

••

既存のＳＩＰの継続 官民研究開発投資拡大
プログラムの導入

（新型ＳＩＰ）

アクション１：予算編成プロセス改革

ＳＩＰ：戦略的イノベーション創造プログラム
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研究開発投資ターゲット領域の検討について

CSTI本会議において、ターゲット領域を決定

検討の視点

産業界の研究開発投資が誘発されるかを第一の視点
第二の視点として研究開発成果の活用による政府支出の効率化への

貢献

委員会構成員
CSTI有識者議員（８名） 専門委員（５名）

-
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平成30年度に設定することを前提に準備を進めるいターゲット領域（３領域）平成30年度に設定することを前提に準備を進めるいターゲット領域（３領域）

・ 革新的サイバー空間基盤技術（AI ／ IoT ／ ビッグデータ）
・ 革新的フィジカル空間基盤技術（センサ ／ アクチュエータ ／ 処理デバイス ／ ロボティクス ／ 光・量子）
・ 革新的建設・インフラ維持管理 ／ 革新的防災・減災技術

平成31年度以降に設定することが望ましいターゲット領域候補（10領域）平成31年度以降に設定することが望ましいターゲット領域候補（10領域）

  

-

科学技術イノベーション官民投資拡大推進費を用いて実施する官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）に係る
ターゲット領域について、4月21日に開催された総合科学技術・イノベーション会議において以下のとおり決定。
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-
-
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総合科学技術・イノベーション会議 議員：官房長官、科技、総務、財務、文科、経産 各大臣
有識者議員（８名）

久間和生、原山優子、上山隆大（常勤）
内山田竹志、小谷元子、橋本和仁、十倉雅和、大西隆（非常勤）

（ターゲット領域ごと）（ターゲット領域ごと） 座長：領域統括

プログラムディレクター（ ）

SIP

 

関係省庁
関係省庁
関係省庁
関係省庁
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各省予算による研究開発に加え、
推進費のアドオンによる追加の研究開発を一体的に運用

・研究開発の加速
・新規研究開発の前倒し
・事業化への取組みの加速 等



PRISMでは、内閣府に設置する「領域統括」を中心としたマネジメント体制を構築。

対象施策に対しては、施策について集中した権限を有するPDの任命等、SIP型マネジメントの導入

を要件化。領域統括と各省のPDの連携体制によって、各ターゲット領域の研究開発を推進。

① し、

② 、マイルストーンの設定と 、機動的な計画変更

③ 毎年度の評価の実施とそれを反映させた予算配分

④ 産業界と大学等が

① 実用化・事業化、市場の創出や獲得に向けた

② を見据えて一気通貫で研究開発を推進

③ 官民連携、企業間連携が必要な し、個々の企業が研究開発を行う「競争領域」と

峻別

④ 省庁連携や共同実施等が効果的な施策については、関係省庁で総合的・一体的に推進する 体制を構築し、内閣

府に提案。その際、当該連携政策全体を総括するPDを一名置く

⑤ 民間研究資金の導入
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